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制 度 名 理科教育設備整備費補助金 
主管課名 財務課・助成Ｇ 

問合せ先 029-301-5177 

目的・趣旨 理科教育の振興 

〔対象団体〕 

 市町村 

 

〔対象事業〕 

 公立の小学校、中学校、義務教育学校等の理科教育及び算数・数学教育を実施するため

の設備整備事業 

 

 

〔補助要件等〕 

 (1) 原則として、補助金の額が１市町村当たり 50 万円以上であること。 

 (2) 取得価格が小学校等は１万円以上/組、中学校等は２万円以上/組であること。 

 

〔対象経費〕 

 理科教育及び算数・数学教育に通常必要な設備の整備に要する経費 

 

 

〔補助限度額等〕 

 １校当たりの基準金額を限度 

 （参考）１校当たりの基準金額         （千円） 

校種 理科設備 算数・数学設備 

小学校等※１ 11,630 929 

中学校等※２ 21,525 1,400 

  ※１義務教育学校前期課程を含む 

  ※２義務教育学校後期課程及び中等教育学校前期課程を含む 

 

〔経費負担割合〕 

区   分 国 県 市町村 その他 
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〔令和７年度当初予算額〕 

         1,911,537 千円（国予算） 

〔令和７年度補助対象団体〕 

令和７年３月末頃決定予定 

〔備考〕 

 国からの直接補助 

 

 


